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研究成果の概要（和文）： 

 通常、サーベイデータによって行われる伝統的な PB-C+D モデルを、投票区レベルの客観的集
計データによって実証することに成功している。なお、データベース構築の基本単位である投
票区を扱うに当たり、ナッシュ社会的厚生関数に基づく指数の作成を行い、時系列的に、ある
いは国際比較によって、一票の不平等の要因分解を行った。更にその分離可能な指数群の整数
値最適解から、議員定数配分に関わる結果を生んだ。 
 
研究成果の概要（英文）： 
We succeed in verifying the PB-C+D model by using objective aggregate data from polling 
stations instead of survey data. We created an index based on the Nash Social Welfare 
Function and conducted a factor analysis of the one man-one vote problem using Japanese 
time series data and international data. By using this index, we also obtained a desirable 
apportionment result. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 投票行動に関する研究は、使用されるデー
タによって２タイプに分けられ、中核となる
のは、サーベイデータと呼ばれるアンケート
調査のデータを使用するものである。これは、
多くの場合、研究者が自由に調査票を作成す
ることができることもあり、この分野の研究

の主流であるが、高額な調査費がかかるにも
かかわらず、得られた“投票率”は現実のも
のよりかなり高く出てしまうなど、投票行動
の研究の中核的手法としては心許ない。特に、
平成１８年度の選挙学会のシンポジウムで
蒲島東京大学教授がふれたように、個人情報
保護法施行以降、アンケート調査は著しくや
りにくくなっており、サーベイデータを使っ

機関番号：２２７０１ 

研究種目：基盤研究(C) 

研究期間：2009～2011 

課題番号：２１５３０１２６ 

研究課題名（和文） 投票区レベルの投票行動に関する研究 

                     

研究課題名（英文） Study of Voting Behavior using Data from Polling Stations 

 

研究代表者 

和田 淳一郎（WADA JUNICHIRO） 

  横浜市立大学・国際マネジメント研究科・教授 

 研究者番号：30244502 

 

 



 

 

た研究には、手法の限界が見えてきているよ
うにも思われる。 
 投票行動分析に使われるもう一方のデー
タは、集計データである。こちらは、現実の
データによるものなので、データの信頼性は
高いが、多くの場合、開票区のデータが使わ
れ、選挙区を越えてクロスするために候補者
の影響が強く、個票数も少ないことから、有
権者像を描くのに困難がある。ましてや、昨
今進んだ市町村合併の結果、開票区の数も減
ることが考えられ、開票区レベルの集計デー
タによる分析はますます厳しさが増すであ
ろう。 
 候補者を整えた上でデータ数を増やすこ
とを考えると、投票区レベルの集計データの
使用が考えられるが、各種データとのリンク
に困難があるせいだろう、過去には、横浜市
戸塚区というごく限られた地域における少
数のデータを、手作業を中心に若干のデータ
とリンクしたと思われる西澤(1991)が知ら
れているぐらいである。 
 
２．研究の目的 
 
 投票区レベルの開票データと、各種社会経
済データとの組み合わせにより、サーベイデ
ータのような信頼性の問題もなく、開票区レ
ベルのような候補者の影響、個票数の問題も
ないデータセットを構築し、投票参加におけ
る有権者像を客観的に描く。 
 
３．研究の方法 
 
 投票区が現実の生活の中から生まれてき
ているだけに、国際調査の町丁目データや各
種 GIS データとのリンクはかなり難しい。今
回、共同研究者に迎えた坂口が GIS の環境を
整え、データの解析を行った。 
 
４．研究成果 
 
 国際研究集会「数理・計量政治学のフロン
ティア」で、Princeton, ANU, Yale, MIT, 
Michigan などの先生方からコメントをいた
だき、論文を公共選択学会に送付した。2001
年、2004 年の横浜市の参議院選挙を使い、通
常、サーベイデータによって行われる伝統的
な PB-C+D モデルを、投票区レベルの客観的
集計データによって実証することに成功し
ている。 
 なお、データベース構築の基本単位である
投票区を扱うに当たり、その公平性のチェッ
クを行うべき指標に関して考えがおよび、指
数の作成にいたった。本研究の対象である政
令市は、区を持つために、その投票区策定作
業が、各県（各州）に議員定数を配分し、区
割り作業を行うのと数学的にはまったく同

じであることに気づき、急遽論文にまとめ、
更にはその分離可能な指数群の整数値最適
解から、議員定数配分に関わる結果まで生ま
れ、こういった副産物たる一連の研究が、
Journal of Theoretical Politics 、
Mathematical Social Sciences、『選挙研究』
に掲載され、最優秀論文として選挙学会賞ま
でいただけ、『応用数理ハンドブック』(朝倉
書店)への採用決定にまで至ったことを付し
ておきたい。 
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